国立大学法人佐賀大学医学部大規模地震対応消防計画（抜粋）
第３章　応急対策的事項

第１節　共通的事項
（自衛消防組織の編成）
第３７条　管理権原者は、火災、地震その他の災害等による人的又は物的な被害を最小限に止めるため、自衛消防組織を編成するものとする。
２　自衛消防組織には、統括管理者を置き、本部隊及び地区隊を編成するものとする。
（１）統括管理者は、自衛消防業務講習受講者等の法定資格者がその任にあたる。
（２）統括管理者には、その任務の代行者（以下｢統括管理者の代行者｣という）を定めるものとする。
３　本部隊に、班を置くものとする。
（１）本部隊に置く班は、指揮連絡班、資材調達・警備班、工作防護班、救護班、搬出防疫班、初期消火班とし、各班に班長を置くものとする。
（２）防災センターを本部隊の活動拠点とし、防災センター勤務員を本部隊の中核として配置する。
４　地区隊に、地区隊長及び班を置くものとする。
（１）地区隊は、学部地区隊、病院地区隊を置くものとする。

（２）地区隊に置く班は、初期消火班、避難救出班とし、各班に班長を置くものとする。
５　自衛消防組織の編成及び主たる任務は、別表１３、別表１３－２「自衛消防組織の編成と任務」のとおりとする。
第３８条　自衛消防組織の活動範囲は、防火対象物全体とする。
２　隣接する防火対象物からの災害を阻止する必要がある場合は、統括管理者の判断に基づき活動するものとする。
第３９条　統括管理者は、火災、地震その他の災害が発生した場合の自衛消防活動について、その指揮、命令、監督等一切の権限を有するものとする。
２　管理権原者は、統括管理者の代行者に対し、統括管理者の任務を代行するために必要な指揮、命令、監督等の権限を付与するものとする。

第４０条　統括管理者は、管理権原者の命を受け、自衛消防組織の機能が有効に発揮できるよう隊を統括するものとする。
２　統括管理者は、消防隊へ必要な情報提供等を行い、消防隊との連携を密にしなければならない。
３　地区隊長は、担当区域の初動措置の指揮統制を図るとともに統括管理者への報告、連絡を密に行わなければならない。
（本部隊の任務）
第４１条　本部隊は、自衛消防組織の管理する区域で発生する災害においては、強力なリーダーシップを発揮し初動対応及び全体の統制を行うものとする。
２　本部隊は、次の活動を行うものとする。
（１）本部隊の指揮連絡班は、本部員として活動拠点において次の任務にあたる。
ア　自衛消防活動の指揮統制、状況の把握、情報内容の記録
イ　消防機関への情報や資料の提供、消防機関の本部との連絡
ウ　在館者に対する指示
エ　関係機関や関係者への連絡
オ　消防用設備等の操作運用
カ　避難状況の把握
キ　地区隊への指揮や指示
ク　その他必要な事項
（２）本部隊の資材調達・警備班、工作防護班、救護班、搬出防疫班、初期消火班の班員は、地区隊長の指揮の下で現場員として災害発生場所における任務にあたる。
（３）統括管理者は、地区隊長が不在となった区域で災害が発生した場合、現場に駆けつける現場員のうち1名を指揮担当に指定し、その他の現場員の活動指揮にあたらせる。
（４）本部隊は、地区隊長から応援要請があった場合は、他の地区隊に対して支援を要請し、応援地区隊の下で活動にあたらせる。
（地区隊の任務）
第４２条　地区隊は、地区隊の管理する区域で発生する災害においては、地区隊が中心となり地区隊長の指揮の下に初動措置を行うものとする。
第４３条　地区隊は、地区隊長の指揮の下に、次の活動を行うものとする。
（１）地区隊の初期消火班は、消火器、屋内消火栓等を活用し、消火活動の任務にあたるとともに現場の状況等について本部隊に報告する。
（２）地区隊の避難救出班は、以下の事項の任務にあたる。
ア　携帯用拡声器、メガホン等を活用しての避難誘導
イ　在館者のパニック防止措置
ウ　避難状況の確認及び本部隊への報告
（自衛消防組織の運用）
第４４条　防火・防災管理者は、自衛消防組織を勤務体制の変動に合わせ、柔軟に編成替えを行うとともに、職員等に割り当てた任務の周知徹底を図るものとする。
２　統括管理者は、自衛消防組織の基本編成による活動では困難と認められる場合は、本部隊・地区隊の各班の人員を増強又は移動するなどの対応により、効果的な自衛消防活動を行うものとする。
３　勤務時間外における自衛消防組織は、別表１０に示すとおり防災センターからの連絡により、在館中の職員等は防災センター勤務員と協力し行動するものとする。
４　勤務時間外に災害が発生した場合は、消防機関に通報後、必要な初動措置を行うとともに管理権原者、防火・防災管理者等に連絡し、指示、命令の下に行動するものとする。
５　防火・防災管理者は、災害等の応急活動のため緊急連絡網や職員等の参集計画を別に定めるものとする。

（自衛消防組織の装備）
第４５条　管理権原者は、自衛消防組織に必要な装備品を装備するとともに、適正な維持管理に努めなければならない。
（１）自衛消防組織の装備品は、別表１４「自衛消防組織装備品リスト」のとおりとする。
（２）自衛消防組織の装備品については、統括管理者が適正に保管し、必要な点検を行うとともに点検結果を記録保管し、常時使用できる状態で維持管理する。

（指揮命令体系）
第４６条　管理権原者は、災害発生の情報を受けた場合は、統括管理者に自衛消防本部の設置を指示するものとする。
２　統括管理者は、自衛消防本部での収集情報及び地区隊長の報告等により、自衛消防活動の開始時期を決定することとする。
３　統括管理者は、消防機関が到着したときは、自衛消防組織の活動状況、被災状況等の情報を提供するとともに消防機関の指揮下での協力を行うものとする。
４　自衛消防組織の業務の一部を委託等により、派遣されている警備員等は本部隊又は地区隊の下で行動するものとする。

第２節　火災に特有の内容
（火災発見時の措置）
第４７条　火災の発見者は、大声で周囲の者に火災を知らせ、近くの非常ベル等を押すとともに防災センターへ連絡する。
２　火災の発見は、機械による感知の場合と人が直接発見する場合とがあるので、防災センターはそれぞれに応じて適切な行動を行うものとする。
（１）機械による感知の場合
ア　自動火災報知設備等により感知した場合は、表示区域を確認して現場へ急行し、火災を確認後、通報・連絡する。
イ　受信機に複数の警戒区域が表示された場合は、原則として火災と断定して通報・連絡をする。
（２）人為的に発見した場合
ア　火災発見者から連絡を受けた場合は、直ちに１１９番をするとともに館内放送等所定の行動を行う。
（通報連絡）
第４８条　本部隊の指揮連絡班は、次の活動を行うものとする。
（１）本部員として、活動拠点における任務にあたる。
（２）現場確認者等からの火災の連絡を受けたときは、直ちに１１９番へ通報する。
（３）火災発生確認後、避難が必要な階の在館者への避難放送を行う。
（４）統括管理者、地区隊長及び関係者への火災発生の連絡を行う。
（５）避難が必要な階以外の階への火災発生及び延焼状況の連絡を行う。
２　消防機関への通報は、火災の内容が把握できない場合でも通報し、状況が確認できしだい随時情報を通報するものとする。
（消火活動）
第４９条　本部隊の初期消火班は、地区隊と協力し消火器又は屋内消火栓等を活用して適切な初期消火を行うとともに、防火戸、防火シャッター等を閉鎖し、火災の拡大防止にあたるものとする。
２　地区隊の初期消火班は、初期消火に主眼を置き活動するものとする。
３　火災の直近にいる者は、身近に設置してある消火器、水バケツ等により消火活動を行うものとする。

（避難誘導）
第５０条　地区隊の避難救出班は、本部隊と協力して出火階及び上階の者を優先して避難誘導にあたるものとする。
２　エレベーターによる避難は、原則として行わないものとする。
３　屋上への避難は、原則として行わないものとする。
４　避難救出員の部署は、非常口、特別避難階段附室前及び行き止まり通路等とする。
５　避難誘導の開始の指示命令は、統括管理者が出火場所、火災の程度、消火活動状況等を総合的に、かつ短時間のうちに判断し責任を持って行うものとする。
６　避難誘導にあたっては、携帯用拡声器、懐中電灯、警笛、ロープ等を活用して避難者に避難方向や火災状況を知らせ、混乱防止に留意し避難させなければならない。また、視聴覚障害者、外国人については、担当者を指定して避難させるものとする。
７　避難放送にあたっては、早口をさけ落ち着いた口調で、同一内容を２回程度繰り返して行い、パニック防止に努めるものとする。
８　負傷者及び逃げ遅れ者についての情報を得たときは、直ちに自衛消防本部に連絡するものとする。
９　避難終了後、速やかに人員点呼を行い、逃げ遅れの有無を確認し、自衛消防本部に報告するものとする。
（安全防護）
第５１条　本部隊の工作防護班は、排煙口の操作を行うとともに防火戸、防火シャッター、防火ダンバー等の閉鎖を行うものとする。
２　出火階の防火戸及び防火シャッターは、他の階に優先して閉鎖するものとする。
３　自動閉鎖式の防火戸であっても、自動閉鎖を待つことなく、手動で閉鎖するものとする。
４　空調設備は、空調ダクトに火・煙が流入し、煙の拡散等危険性が拡大するので、原則として停止させることとする。
５　危険物等消防活動に支障となる物件が、火災発生の現場の近くにある場合は、できるだけ早く除去するものとする。
６　エレベーターは、昇降路が煙道となる危険があるため、原則として停止するものとする。

（救出救護）
第５２条　本部隊の救護班は、救護所を消防隊の活動に支障のない安全な場所に設置するものとする。
２　本部隊の救護班員は、相互に協力して負傷者の応急手当を行い、救急隊と連絡を取り、病院に搬送できるように適切な対応をするものとする
３　救護班は、負傷者の氏名、住所、負傷程度など必要な事項を記録するものとする。
４　逃げ遅れた者の情報を得た場合、地区隊の避難救出班は現場へ急行し、特別避難階段、屋外避難階段等の安全な場所へ救出するものとする。

（消防機関への情報提供）
第５３条　本部隊は、自衛消防活動が消防機関に引き継がれ、消防隊の活動が効果的に行われるようにするため、次の活動を行うものとする。
（１）消防隊進入門等の開放
（２）火災現場への誘導
（３）出火場所、燃焼範囲、逃げ遅れ者の有無、避難誘導状況、消防活動上支障となるものの有無等について情報の提供
（４）自衛消防本部等の設置場所
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